
令和６年４月９日　火曜日           
第486号1 増刊①

令
和
六
年
四
月
九
日

第
四
百
八
十
六
号

増

刊

①

　
　
　
　
規

則
（
第
二
十
八
号

・

第
二
十
九
号
）

○
福
岡
県
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
細
則　
　
　
　
　

（
河
川
整
備
課
）
…
…
…
…
…
一

○
福
岡
県
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
行
財
政
支
援
課
）
…
…
…
…
一
五

　
　
　
　

告

示
（
第
二
百
二
十
九
号

・

第
二
百
三
十
号
）

○
福
岡
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
貸
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
（
漁
業
管
理
課
）
…
…
…
…
二
四

○
福
岡
県
造
林
事
業
補
助
金
交
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示　

（
林
業
振
興
課
）
…
…
…
…
三
六

　
　
　
　
再
　
　
　
掲

○
福
岡
県
児
童
福
祉
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則　
　

（
こ
ど
も
福
祉
課
）
…
…
…
…
三
六

○
福
岡
県
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

　

す
る
規
則　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
人
事
委
員
会
事
務
局
給
与
公
平
課
）
…
…
…
…
四
三

○
福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

　

る
規
則　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
人
事
委
員
会
事
務
局
給
与
公
平
課
）
…
…
…
…
四
三

　

福
岡
県
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
細
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
四
月
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

福
岡
県
規
則
第
二
十
八
号

　
　
　

福
岡
県
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
細
則

　

（
趣
旨
）

第
一
条　

こ
の
規
則
は
、
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
七
十
七
号
。
以
下

「
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に
関
し
、
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
令
（
平
成
十
六
年
政

令
第
百
六
十
八
号
）
、
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
規
則
（
平
成
十
六
年
国
土
交
通
省
令

第
六
十
四
号
。
以
下
「
省
令
」
と
い
う
。
）
及
び
福
岡
県
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
施
行
条

例
（
令
和
六
年
福
岡
県
条
例
第
二
十
三
号
）
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の

と
す
る
。

　

（
計
画
説
明
書
及
び
そ
の
添
付
図
書
）

第
二
条　

省
令
第
十
六
条
第
二
項
の
計
画
説
明
書
は
、
様
式
第
一
号
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る

工
事
及
び
対
策
工
事
の
計
画
説
明
書
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２　

前
項
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
及
び
対
策
工
事
の
計
画
説
明
書
に
は
、
雨
水
浸
透
阻

害
行
為
に
関
す
る
工
事
及
び
対
策
工
事
の
工
事
工
程
表
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
協
議
書
の
添
付
図
書
）

第
三
条　

省
令
第
十
六
条
第
一
項
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
協
議
書
に
は
、
省
令
第
十
八
条
第
一
項
各
号

に
掲
げ
る
図
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

省
令
第
十
八
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
る
図
書
に
つ
い
て

準
用
す
る
。

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
の
変
更
の
許
可
の
申
請
書
等
）

第
四
条　

法
第
三
十
七
条
第
二
項
の
申
請
書
は
、
様
式
第
二
号
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
変
更
許
可
申
請

（
協
議
）
書
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２　

法
第
三
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
様
式
第
三
号
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
変
更
届
出

書
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

法
第
三
十
七
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
五
条
の
協
議
は
、
様
式
第
二
号
の
雨
水
浸

透
阻
害
行
為
変
更
許
可
申
請
（
協
議
）
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

第
一
項
及
び
前
項
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
変
更
許
可
申
請
（
協
議
）
書
に
は
、
省
令
第
十
八
条
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
図
書
の
う
ち
法
第
三
十
一
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
（
法
第
三
十

七
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
を
除
く
。
）
に
伴
い
そ
の
内
容
が

変
更
さ
れ
る
も
の
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５　

省
令
第
十
八
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
る
図
書
に
つ
い
て

準
用
す
る
。

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
の
着
手
の
届
出
）

第
五
条　

法
第
三
十
条
の
許
可
（
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
含
む
。
以
下
こ
の
条

目

次
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、
次
条
及
び
第
九
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
受
け
た
者
は
、
当
該
許
可
に
係
る
雨
水
浸
透
阻
害
行
為

に
関
す
る
工
事
に
着
手
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
様
式
第
四
号
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為

に
関
す
る
工
事
着
手
届
出
書
に
よ
り
、
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
工
程
の
終
了
の
報
告
）

第
六
条　

法
第
三
十
条
の
許
可
を
受
け
た
者
は
、
当
該
許
可
に
係
る
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工

事
が
次
に
掲
げ
る
工
程
を
含
む
場
合
に
お
い
て
、
当
該
工
程
に
係
る
工
事
を
終
了
す
る
と
き
は
、
そ

の
終
了
の
日
の
三
日
前
ま
で
に
、
そ
の
旨
を
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

地
下
構
造
を
有
す
る
雨
水
貯
留
浸
透
施
設
の
設
置

二　

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
あ
ら
か
じ
め
知
事
が
指
定
す
る
工
程

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
完
了
届
出
書
の
添
付
図
書
）

第
七
条　

省
令
第
二
十
六
条
第
一
項
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
完
了
届
出
書
に
は
、
次
に

掲
げ
る
図
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一　

設
置
し
た
雨
水
貯
留
浸
透
施
設
の
位
置
及
び
形
状
を
明
ら
か
に
し
た
図
面
（
縮
尺
二
千
五
百
分

の
一
以
上
の
も
の
に
限
る
。
）

二　

雨
水
貯
留
浸
透
施
設
の
構
造
詳
細
図
（
縮
尺
五
百
分
の
一
以
上
の
も
の
に
限
る
。
）

三　

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
知
事
が
必
要
と
認
め
る
図
書

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
廃
止
届
出
書
の
添
付
図
書
）

第
八
条　

省
令
第
二
十
六
条
第
二
項
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
廃
止
届
出
書
に
は
、
次
に

掲
げ
る
図
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

廃
止
の
理
由
及
び
廃
止
に
伴
う
措
置
を
記
載
し
た
書
類

　

二　

雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
に
着
手
し
て
い
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
廃
止
時
の
当
該
土

地
の
現
況
地
形
図
（
縮
尺
二
千
五
百
分
の
一
以
上
の
も
の
に
限
る
。
）

三　

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
知
事
が
必
要
と
認
め
る
図
書

　

（
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
の
検
査
済
証
の
交
付
）

第
九
条　

知
事
は
、
法
第
三
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
検
査
の
結
果
、
当
該
雨
水
浸
透
阻
害
行
為

に
関
す
る
工
事
が
法
第
三
十
二
条
の
政
令
で
定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
と
認
め
た
と
き
は
、

様
式
第
五
号
の
雨
水
浸
透
阻
害
行
為
に
関
す
る
工
事
の
検
査
済
証
を
法
第
三
十
条
の
許
可
を
受
け
た

者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

　

（
標
識
の
様
式
）

第
十
条　

次
の
各
号
に
掲
げ
る
標
識
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

一　

法
第
三
十
八
条
第
三
項
の
標
識　

様
式
第
六
号

二　

法
第
四
十
一
条
第
三
項
の
標
識　

様
式
第
七
号

三　

法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
標
識　

様
式
第
八
号

四　

法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
標
識　

様
式
第
九
号

五　

法
第
七
十
三
条
第
三
項
の
標
識　

様
式
第
十
号

　

（
身
分
証
明
書
の
様
式
）

第
十
一
条　

法
第
四
十
二
条
第
二
項
及
び
第
七
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
身
分
を
示
す
証
明
書
は
様

式
第
十
一
号
に
よ
る
も
の
と
し
、
法
第
七
十
七
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
十
四
条
第
二

項
に
規
定
す
る
身
分
を
示
す
証
明
書
は
様
式
第
十
二
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
五
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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様式第 1号 (第 2条関係)

雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事の計画説明書

設   計 者

(法人の場合は、

主たる事務所の

所在地、名称及

び代表者の氏

名)

住所

郵便番号      電話番号

氏名

雨水浸透阻害行為の

区域に含まれる地域

の名称

雨水浸透阻害行為に

関する工事及び対策

工事の計画の方針

行為区域(対策工事に

係る雨水貯留浸透施

設の集水区域が行為

区域の範囲を超える

ときは、当該超える区

域を含む。)内の土地

の現況

宅 地 池 沼 水 路 ため池
道 路
(法面無)

道 路
(法面有)

鉄道線路
(法面無)

鉄道線路
(法面有)

飛 行 場
(法面無)

飛 行 場
(法面有)

(m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²)

舗装され
た土地
(法面を
除く。)

舗装され
た土地
(法面に
限る。)

ゴルフ
場

運動場
締め固め
ら れ た
土 地

山 地
植生に
覆われ
た法面

林地・耕
地・原野
そ の 他

合 計

(m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²)

行為区域(対策工事に

係る雨水貯留浸透施

設の集水区域が行為

区域の範囲を超える

ときは、当該超える区

域を含む。)内の土地

利用計画

宅 地 池 沼 水 路 ため池
道 路
(法面無)

道 路
(法面有)

鉄道線路
(法面無)

鉄道線路
(法面有)

飛 行 場
(法面無)

飛 行 場
(法面有)

(m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²)

舗装され
た土地
(法面を
除く。)

舗装され
た土地
(法面に
限る。)

ゴルフ
場

運動場
締め固め
ら れ た
土 地

山 地
植生に
覆われ
た法面

林地・耕
地・原野
そ の 他

合計

(m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²) (m²)

対策工事に係る雨水

貯留浸透施設の計画

行 為 前 の 流 出 係 数 行 為 後 の 流 出 係 数

行 為 前 の 流 出 雨 水 量 (m³/秒) 行 為 後 の 流 出 雨 水 量 (m³/秒)

雨水貯留浸透施設の計画

名     称 容量又は規模及び構造 管理者(帰属先)

そ   の   他

注 その他の欄は、雨水浸透阻害行為に関する工事又は対策工事に伴い道路を設ける場合に、当該道路の名称、管理者(帰属先)等を記

載すること。
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様式第 2号（第 4条関係）

雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書

年  月  日

福岡県知事 殿

申請者（協議者） 住 所

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

特定都市河川浸水被害対策法
第 37 条第１項

第 37 条第４項において準用する同法第 35 条
の規定により、雨水

浸透阻害行為
の 許 可 を 受 け た
について協議が成立した

事項の変更について
許 可 を 申 請
協 議

します。

変
更
に
係
る
事
項

1 雨水浸透阻害行為の区域に含ま
れる地域の名称

2 雨水浸透阻害行為区域の面積 (m²)

3 雨水浸透阻害行為に関する工事
の計画の概要

4 対 策 工 事 の 計 画 の 概 要

変 更 の 理 由

雨 水 浸 透 阻 害 行 為 の 許 可 番 号 年  月  日   第   号

伴

い

変

更

す

る

事

項

工
事
の
計
画
の
変
更
に

1 雨水浸透阻害行為に関する工事
の着手予定年月日

年  月  日

2 雨水浸透阻害行為に関する工事
の完了予定年月日

年  月  日

3 対策工事の着手予定年月日 年  月  日

4 対策工事の完了予定年月日 年  月  日

そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年  月  日    第   号

※ 変 更 の 許 可 に 付 し た 条 件

※ 変 更 の 許 可 番 号 年  月  日   第   号

注 1 変更に係る事項の欄及び工事の計画の変更に伴い変更する事項の欄は、変更しようとする事項に

ついて、変更後のものを記載すること。

   2 その他必要な事項の欄は、雨水浸透阻害行為の許可を受けた事項の変更を行うことについて、都

市計画法、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合に、その手続の状況を記載する

こと。

   3 ※印のある欄は、記載しないこと。  



令和６年４月９日　火曜日5 第486号 増刊①

様式第 3号（第 4条関係）

雨水浸透阻害行為変更届出書

  年  月  日

福岡県知事 殿

届出者 住 所            

氏 名            

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号           

特定都市河川浸水被害対策法第37条第３項の規定により、雨水浸透阻害行為の許可を受

けた事項を変更しましたので、次のとおり届け出ます。

雨水浸透阻害行為の許可の

許 可 番 号
  年  月  日    第    号

雨水浸透阻害行為の区域に含ま

れる地域の名称

変
更
に
係
る
事
項

雨水浸透阻害行為

に関する工事の

着手予定年月日

変更後    年   月   日

変更前    年   月   日

雨水浸透阻害行為

に関する工事の

完了予定年月日

変更後    年   月   日

変更前    年   月   日

対 策 工 事 の

着手予定年月日

変更後    年   月   日

変更前    年   月   日

対 策 工 事 の

完了予定年月日

変更後    年   月   日

変更前    年   月   日

変 更 の 理 由

そ の 他 必 要 な 事 項



令和６年４月９日　火曜日 6第486号 増刊①

様式第 4号（第 5条関係）

雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書

年  月  日

福岡県知事 殿

届出者 住 所

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

電話番号

福岡県特定都市河川浸水被害対策法施行細則第 5 条の規定により、雨水浸透阻害行為

に関する工事（許可番号 年  月  日    第 号）について、次のと

おり着手しましたので届け出ます。

雨水浸透阻害行為に関する工

事の着手年月日
年  月  日

対策工事の着手（予定）年月日 年  月  日

雨水浸透阻害行為の区域に含

まれる地域の名称

工事施工者

（法人にあ

っては、主

たる事務所

の所在地、

名称及び代

表 者 の 氏

名）

住 所

氏 名

連 絡 場 所
（電話番号       ）

現場管理者の

氏 名



令和６年４月９日　火曜日7 第486号 増刊①

様式第 5号（第 9条関係）

雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証

第     号

年  月  日

様

福岡県知事        印

次の雨水浸透阻害行為に関する工事は、     年  月  日検査の結果、特定都

市河川浸水被害対策法第32条の政令で定める技術的基準に適合していることを証明しま

す。

許 可 番 号 年  月  日   第    号

雨水浸透阻害行為の区域に

含 ま れ る 地 域 の 名 称

許可を受け
た者（法人
に あ っ て
は、主たる
事務所の所
在地、名称
及び代表者
の氏名）

住 所

氏 名



令和６年４月９日　火曜日 8第486号 増刊①

様式第 6号（第 10条関係）

雨 水 貯 留 浸 透 施 設

福 岡 県

施設の名称

検査済証番号

施設の容量又は規模及び構造の概要

福岡県知事の許可を要する行為

施設の管理者及び連絡先

標識の設置者及び連絡先

〇 この雨水貯留浸透施設は、特定都市河川浸水被害対策法第 30条の許可に係る

工事により設置されたものです。

注 標識の大きさについては、これを設置する土地又は建築物等の規模等により、この

  様式により難い場合は「縦 15センチメートル、横 30 センチメートル」又は「縦 8セン

チメートル、横 15センチメートル」とする。

90 センチメートル

70
セ
ン
チ
メ
｜
ト
ル



令和６年４月９日　火曜日9 第486号 増刊①

様式第 7号（第 10条関係）

特定都市河川浸水被害対策法による命令

（雨水浸透阻害行為に関するもの）の公示

命令を受けた者の住所及び氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

特定都市河川浸水被害対策法第 41 条第１項の規定により、    年  月  日付

けで                  を命じた。

年  月  日

福岡県知事       印



令和６年４月９日　火曜日 10第486号 増刊①

様式第 8号（第 10条関係）

保 全 調 整 池

福 岡 県

名称

指定番号

容量及び構造の概要

福岡県知事への届出を要する行為

保全調整池の管理者及び連絡先

標識の設置者及び連絡先

〇 この保全調整池は、特定都市河川浸水被害対策法第 44 条第１項の規定により

指定されたものです。

注 標識の大きさについては、これを設置する土地又は建築物等の規模等により、この

  様式により難い場合は「縦 15センチメートル、横 30 センチメートル」又は「縦 8セン

チメートル、横 15センチメートル」とする。

90 センチメートル

70
セ
ン
チ
メ
｜
ト
ル



令和６年４月９日　火曜日11 第486号 増刊①

様式第 9号（第 10条関係）

貯 留 機 能 保 全 区 域

福 岡 県

名称

指定番号

位置

貯留機能保全区域の管理者及び連絡先

標識の設置者及び連絡先

〇 この貯留機能保全区域は、特定都市河川浸水被害対策法第 53条第１項の規定

により指定されたものです。

注 標識の大きさについては、これを設置する土地又は建築物等の規模等により、この

  様式により難い場合は「縦 15センチメートル、横 30 センチメートル」又は「縦 8セン

チメートル、横 15センチメートル」とする。

90 センチメートル

70
セ
ン
チ
メ
｜
ト
ル



令和６年４月９日　火曜日 12第486号 増刊①

様式第 10号（第 10条関係）

特定都市河川浸水被害対策法による命令

（浸水被害防止区域に関するもの）の公示

命令を受けた者の住所及び氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

特定都市河川浸水被害対策法第 73 条第１項の規定により、    年  月  日付

けで                  を命じた。

年  月  日

福岡県知事       印



令和６年４月９日　火曜日13 第486号 増刊①

様式第 11号（第 11条関係）

(表面)

第  号

身 分 証 明 書

所 属
職 名
氏 名

上記の者は、特定都市河川浸水被害対策法第 42条第１項及び第 74
条第１項の規定により立入検査をすることができる者であることを証
明する。

交付年月日 年  月  日

福岡県知事       印

(裏面)

特定都市河川浸水被害対策法（抜粋）

（立入検査）
第 42 条 都道府県知事等は、第 30 条、第 37 条第１項、第 38 条第２項、第 39 条第１

項又は前条第１項の規定による権限を行うために必要な限度において、その職員に、
雨水浸透阻害行為に係る土地（対策工事に係る建築物等を含む。）に立ち入り、当該
土地、当該雨水浸透阻害行為に関する工事若しくは当該対策工事の状況又は当該対策
工事により設置された施設を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者
の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し
てはならない。
（立入検査）

第 74 条 都道府県知事等は、第 57 条第１項、第 62 条第１項、第 63 条第２項、第 64
条、第 66 条、第 71 条第１項又は前条第１項の規定による権限を行うために必要な限
度において、その職員に、当該土地若しくは建築物に立ち入り、当該土地若しくは建
築物又は当該土地若しくは建築物において行われている特定開発行為若しくは特定
建築行為に関する工事の状況を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者
の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して
はならない。

8 センチメートル

６
セ
ン
チ
メ
｜
ト
ル



令和６年４月９日　火曜日 14第486号 増刊①

様式第 12号（第 11条関係）

(表面)

第  号

身 分 証 明 書

所 属
職 名
氏 名

上記の者は、特定都市河川浸水被害対策法第 77条第１項の規定に
より測量又は調査のための土地の立ち入り等をすることができる者で
あることを証明する。

交付年月日 年  月  日

福岡県知事       印

(裏面)

特定都市河川浸水被害対策法（抜粋）

（立入検査）

第 74 条 (略)

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。

（測量又は調査のための土地の立入り等）

第 77 条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者若し

くは委任した者は、第３条第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）若し

くは第４項の規定による特定都市河川流域の指定又は第 44 条第１項の規定による保

全調整池の指定に関する測量又は調査のためやむを得ない必要があるときは、他人の

占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用

することができる。

２～４ （略）

５ 第 74 条第２項の規定は、第１項の場合について準用する。

６～10 （略）

8 センチメートル

６
セ
ン
チ
メ
｜
ト
ル



令和６年４月９日　火曜日15 増刊①第486号
　

福
岡
県
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
四
月
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

福
岡
県
規
則
第
二
十
九
号

　
　
　

福
岡
県
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

第
一
条　

福
岡
県
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
細
則
（
平
成
十
四
年
福
岡
県
規
則
第
五
十
六
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　

第
五
条
第
二
項
中
「
第
三
条
第
二
項
本
文
」
を
「
第
三
条
第
二
項
」
に
改
め
る
。

　
　

第
十
二
条
を
第
十
三
条
と
し
、
第
八
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で
を
一
条
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
七
条
の

次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　
　

（
附
票
本
人
確
認
情
報
の
開
示
及
び
訂
正
）

　
第
八
条　

第
三
条
か
ら
前
条
ま
で
の
規
定
は
、
法
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
三
十
条
の
三
十
二
、
法
第
三
十
条
の
三
十
三
及
び
法
第
三
十
条
の
三
十
五
の
規
定
に
よ
る
自

己
に
係
る
附
票
本
人
確
認
情
報
の
開
示
及
び
訂
正
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲

げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条

第
一
項

法
第
三
十
条
の
三
十
二
第
一
項

法
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
三
十
条
の
三
十
二
第
一
項

本
人
確
認
情
報
開
示
請
求
書
（
様
式

第
二
号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
開
示
請
求
書
（
様
式
第
八
号
）

第
四
条

第
一
項

本
人
確
認
情
報
開
示
に
関
す
る
通
知

書
（
様
式
第
三
号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
開
示
に
関
す
る
通
知
書
（
様
式

第
九
号
）

第
四
条

第
二
項

法
第
三
十
条
の
三
十
三
第
二
項

法
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
三
十
条
の
三
十
三
第
二
項

本
人
確
認
情
報
開
示
期
限
延
長
通
知

書
（
様
式
第
四
号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
開
示
期
限
延
長
通
知
書
（
様
式

第
十
号
）

第
五
条

第
一
項

本
人
確
認
情
報
確
認
書
（
様
式
第
五

号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
確
認
書
（
様
式
第
十
一
号
）

第
七
条

第
一
項

法
第
三
十
条
の
三
十
五
の
申
出
（
以

下
「
本
人
確
認
情
報
の
訂
正
等
の
申

出

法
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
三
十
条
の
三
十
五
の
申
出
（
以
下
「
附
票
本
人

確
認
情
報
の
訂
正
等
の
申
出

本
人
確
認
情
報
訂
正
等
申
出
書
（
様

式
第
六
号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
訂
正
等
申
出
書
（
様
式
第
十
二

号
）

第
七
条

第
二
項

本
人
確
認
情
報
の
訂
正
等
の
申
出

附
票
本
人
確
認
情
報
の
訂
正
等
の
申
出

第
七
条

第
三
項

法
第
三
十
条
の
三
十
五

法
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
三
十
条
の
三
十
五

本
人
確
認
情
報
調
査
結
果
通
知
書
（

様
式
第
七
号
）

附
票
本
人
確
認
情
報
調
査
結
果
通
知
書
（
様
式
第

十
三
号
）

　
　

別
表
中
「
の
交
付
」
を
「
又
は
附
票
本
人
確
認
情
報
確
認
書
の
交
付
」
に
改
め
る
。

　
　

様
式
第
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年４月９日　火曜日 16第486号 増刊①

様式第５号(第５条関係) 

本 人 確 認 情 報 確 認 書 

                

  あなたの本人確認情報は、以下のように記録されています。 

 最新 

住民票コード  個人番号  生年月日   年 月 日 性別  

氏名 

 

  

 

 

旧氏  

住所 

 

  

 

 

区分・事由   

上記事由に対応する年月日   

 

住民票コード  個人番号  生年月日   年 月 日 性別  

氏名 

 

  

 

 

旧氏  

住所 

 

  

 

 

区分・事由   

上記事由に対応する年月日   

 

住民票コード  個人番号  生年月日   年 月 日 性別  

氏名 

 

  

 

 

旧氏  

住所 

 

  

 

 

区分・事由   

上記事由に対応する年月日   

 

第   号 

年  月  日 

            

福岡県知事  氏    名 印 

 



令和６年４月９日　火曜日17 増刊①第486号
　
　

様
式
第
六
号
中
「　
　

住
民
基
本
台
帳
法

」
を
「　

住
民
基
本
台
帳
法

」
に
、
「替

え
て

」
を
「

代
え
て

」
に
、
「の

添
付
で
も
可

」
を
「を

添
付
す
る
こ
と
も
可
能

」
に
改
め
、
様
式
第
七
号
の
次

に
次
の
六
様
式
を
加
え
る
。



令和６年４月９日　火曜日 18第486号 増刊①

様式第８号(第８条関係) 

 

附票本人確認情報開示請求書 

年  月  日 

 

 福岡県知事 殿 

 

 

郵便番号              

住 所              

 

氏 名              

 

 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の44の12において準用する同法第30条の32

第１項の規定により、次のとおり自己に係る附票本人確認情報の開示を請求します。 

氏 名 
  

 生 年 月 日  年   月   日 

性 別 
  

住民票コード 
  

住 所 

〒 

 

 

 

開 示 方 法  ア 附票本人確認情報確認書の交付  イ 電子計算機の表示装置の閲覧 

連絡先の電話番号  (      )     ― 

 注 １ 住民票コードは必ずしも記入する必要はありません。 

   ２ 開示方法は希望するものを○で囲んでください(複数でも可)。ただし、アの附

票本人確認情報確認書の交付は、１枚につき10円の費用負担が必要となります。

イの電子計算機の表示装置の閲覧は、無料です。 

   ３ 請求に当たっては、次のいずれかの書類の提示を求めることにより本人である

ことを確認します。 

   個人番号カード、運転免許証、健康保険の被保険者証その他の書類(事前に担当課

までお問い合わせください。) 

   ４ 郵便等で請求を行う場合には、３の書類の写しを添付してください。 
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様式第９号(第８条関係) 

附票本人確認情報開示に関する通知書 

                

第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

福岡県知事        印 

 

      年  月  日付けで開示請求のあった附票本人確認情報については、住民基

本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の44の12において準用する同法第30条の32第２項の

規定により次のとおり通知します。 

附票本人確認

情報の有無 

 

 ア 存 在        イ 不 存 在 

 

附票本人確認

情報の開示の

日時及び場所 

日 時 

      年   月   日(    ) 

  (午前・午後)     時     分 

場 所 
  

 

開 示 方 法  ア 附票本人確認情報確認書の交付 イ 電子計算機の表示装置の閲覧 

 

 

担 当 課 

 

 

部     課     係 

 

     電話番号(    )    ― 

備 考 
  

 

 注 １ 開示を受ける際は、①この通知書の提示と②開示請求をした本人であることを

確認するために必要な書類の提示が必要です。 

   ２ 上記の日時が都合の悪い場合は、事前に電話等で担当課まで連絡してくださ

い。 

   ３ 開示方法がアの附票本人確認情報確認書の交付の場合は、開示を受ける際に費

用負担として、１枚10円が必要となります。イの電子計算機の表示装置の閲覧

の場合は、無料です。 

   ４ 附票本人確認情報が不存在である場合については、開示請求のあった附票本人

確認情報が他都道府県に存在する場合、請求者の氏名等に変更がある場合等、

請求内容が不正確であることが考えられますので、請求内容について再度、確

認してください。 
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様式第10号(第８条関係) 

 

附票本人確認情報開示期限延長通知書 

                

第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

福岡県知事        印 

 

      年  月  日付けで開示請求のあった附票本人確認情報については、住民

基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の44の12において準用する同法第30条の33第２項

の規定により次のとおり開示の期限を延長しますので、通知します。 

法第30条の44の12において

準用する法第30条の33第１

項の規定による期間 

 

    年  月  日から    年  月  日まで 

 

法第30条の44の12において

準用する法第30条の33第２

項の延長後の開示の期限 

 

    年  月  日まで 

 

延 長 の 理 由 

  

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

部     課     係 

 

 電話番号 (     )     ― 

備 考 

  

 

 

 

 

 



令和６年４月９日　火曜日21 第486号 増刊①

様式第11号(第８条関係) 

附 票 本 人 確 認 情 報 確 認 書 

                

  あなたの附票本人確認情報は、以下のように記録されています。 

 最新 

住民票コード  生年月日     年  月  日 性別  

氏名 

 

  

 

 

住所 

 

  

 

 

異動年月日   

 

住民票コード  生年月日     年  月  日 性別  

氏名 

 

  

 

 

住所 

 

  

 

 

異動年月日   

 

住民票コード  生年月日     年  月  日 性別  

氏名 

 

  

 

 

住所 

 

  

 

 

異動年月日   

 
 

第   号 

年  月  日 

            

福岡県知事  氏    名 印 

 



令和６年４月９日　火曜日 22第486号 増刊①

様式第12号(第８条関係) 

 

附票本人確認情報訂正等申出書 

年  月  日 

  福岡県知事    殿 

郵便番号                  

住所                   

 

氏名                   

 

 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の44の12において準用する同法第30条の35

の規定により、開示に係る附票本人確認情報の内容の訂正等について、次のとおり申し出ま

す。 

開示を受けた内容 開示を受けた年月日       年   月   日 

住民票コード   

氏名   

生年月日   

性別   

住所   

異動年月日   

訂正等の申出の内容 住民票コード   

氏名   

生年月日   

性別   

住所   

異動年月日   

連絡先の電話番号    (      )     ― 

 

 注 １ 申出に当たっては、次のいずれかの書類の提示を求めることにより本人である

ことを確認します。 

個人番号カード、運転免許証、健康保険の被保険者証その他の書類(事前に担当

課までお問い合わせください。) 

   ２ 郵便等で申出を行う場合には、１の書類の写しを添付してください。 

３ 開示を受けた内容の記入に代えて、附票本人確認情報確認書の写しを添付する

ことも可能です。 



令和６年４月９日　火曜日23 第486号 増刊①

様式第13号(第８条関係) 

附票本人確認情報調査結果通知書 

                

第   号 

年  月  日 

          様 

福岡県知事        印 

 

      年  月  日付けで行われた附票本人確認情報の訂正等の申出について、

住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の44の12において準用する同法第30条の35の

規定により次のとおり調査結果を通知します。 

訂正等の申出

の 内 容 

氏 名 
  

生 年 月 日 
  

性 別 
  

住 所 
  

異 動年月日 
  

 

訂正の有無 

 

   有(    年  月  日訂正実施)    無 

調査結果の

内容及び理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

部     課     係 

 

  電話番号 (      )     ― 
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第
二
条　

福
岡
県
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
細
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　

第
八
条
中
「
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
二
」
を
「
第
三
十
条
の
四
十
四
の
十
三
」
に
改
め
る
。

　
　

様
式
第
八
号
か
ら
様
式
第
十
号
ま
で
、
様
式
第
十
二
号
及
び
様
式
第
十
三
号
中
「第

30条
の
44の

12

」
を
「第

30条
の
44の
13

」
に
改
め
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び

に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用

に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
六
号
）
附
則
第
一
条
第
十
号
に
規

定
す
る
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定

の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年

法
律
第
四
十
八
号
）
附
則
第
一
条
本
文
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
福
岡
県
告
示
第
二
百
二
十
九
号

　

福
岡
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
貸
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　

令
和
六
年
四
月
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

　
　
　

福
岡
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
貸
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

　

福
岡
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
貸
付
規
程
（
昭
和
五
十
五
年
一
月
福
岡
県
告
示
第
百
十
一
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
一
条
中
「
及
び
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農

林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
四
条
第
一
項
の
表
第
五
号
の
農
林
水
産
大
臣
が
定
め

る
基
準
等
を
定
め
る
件
（
平
成
二
十
三
年
農
林
水
産
大
臣
告
示
第
六
百
八
号
）
」
を
「
、
沿
岸
漁
業
改

善
資
金
助
成
法
施
行
令
第
二
条
の
表
第
五
号
の
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
基
準
等
（
令
和
四
年
三
月
農

林
水
産
省
告
示
第
五
百
三
十
五
号
）
、
中
小
企
業
者
と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
事
業
活
動
の
促

進
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
二
項
第
二
号
イ
の
農
業
者
等
が
実
施
す
る
農
業
改
良
措
置
を
支
援
す
る
た

め
の
措
置
等
を
定
め
る
省
令
第
四
条
第
五
号
の
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
基
準
等
（
令
和
四
年
三
月
農

林
水
産
省
告
示
第
五
百
三
十
六
号
）
、
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
の
た
め
の
環
境

負
荷
低
減
事
業
活
動
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
三
十
七
号
。
以
下
「
み
ど
り
の
食

料
シ
ス
テ
ム
法
」
と
い
う
。
）
、
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
の
た
め
の
環
境
負
荷

低
減
事
業
活
動
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第
二
百
二
十
九
号
）
及
び
環
境
と

調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
の
た
め
の
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
（
令
和
四
年
農
林
水
産
省
令
第
四
十
二
号
）
」
に
改
め
る
。

　

第
二
条
の
見
出
し
中
「
貸
付
け
の
内
容
並
び
に
そ
の
一
沿
岸
漁
業
従
事
者
等
、
一
認
定
中
小
企
業
者

及
び
一
促
進
事
業
者
ご
と
の
貸
付
限
度
額
並
び
に
償
還
期
間
」
を
「
貸
付
条
件
」
に
改
め
る
。

　

第
五
条
か
ら
第
七
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
貸
付
資
格
の
認
定
申
請
）

第
五
条　

貸
付
資
格
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
貸
付
資
格
認
定
申
請
書
（
様
式
第
一
号
。
以

下
「
認
定
申
請
書
」
と
い
う
。
）
に
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
経
営
等
改
善
措
置
、
同
条
第
三

項
に
規
定
す
る
生
活
改
善
措
置
又
は
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
に
関

す
る
計
画
（
様
式
第
二
号
）
（
申
請
者
が
農
商
工
等
連
携
促
進
法
第
十
四
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用

を
受
け
る
場
合
に
は
同
法
第
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
定
農
商
工
等
連
携
事
業
計
画
、
農
林
漁
業

バ
イ
オ
燃
料
法
第
十
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
同
法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す

る
認
定
生
産
製
造
連
携
事
業
計
画
、
六
次
産
業
化
法
第
十
一
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場

合
に
は
同
法
第
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
定
総
合
化
事
業
計
画
、
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
法
第

二
十
五
条
第
一
項
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
同
法
第
二
十
条
第
三
項
に
規
定
す
る

認
定
環
境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
又
は
同
法
第
二
十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
定
特
定
環

境
負
荷
低
減
事
業
活
動
実
施
計
画
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
（
以
下
「
事
業
計
画
書
」
と
い
う
。
）

を
添
え
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
貸
付
け
の
申
請
）

第
六
条　

貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
認
定
申
請
書
（
事
業
計
画
書
を
含

む
。
）
の
提
出
と
併
せ
て
、
貸
付
申
請
書
（
様
式
第
三
号
）
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。

　

（
貸
付
資
格
の
認
定
等
）

第
七
条　

知
事
は
、
認
定
申
請
書
又
は
貸
付
申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
と
き
は
、
福
岡
県
沿
岸
漁
業
改

善
資
金
運
営
協
議
会
（
以
下
「
運
営
協
議
会
」
と
い
う
。
）
の
意
見
等
を
参
酌
し
て
、
法
第
八
条
の

規
定
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
、
貸
付
け
を
行
う
こ
と
が
相
当
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

貸
付
資
格
の
認
定
又
は
貸
付
け
の
決
定
を
行
う
も
の
と
す
る
。
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２　

運
営
協
議
会
に
関
す
る
事
項
は
、
知
事
が
別
に
定
め
る
。

３　

知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
貸
付
資
格
の
認
定
又
は
貸
付
け
の
決
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
貸

付
資
格
認
定
通
知
書
（
様
式
第
四
号
）
又
は
貸
付
決
定
通
知
書
（
様
式
第
五
号
）
を
申
請
者
に
交
付

し
、
か
つ
、
貸
付
決
定
通
知
書
（
様
式
第
六
号
）
に
よ
り
そ
の
旨
を
第
十
二
条
に
規
定
す
る
事
務
委

託
機
関
に
通
知
し
、
貸
付
資
格
の
認
定
又
は
貸
付
け
を
し
な
い
旨
の
決
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
そ
の

旨
を
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

　

第
十
二
条
の
見
出
し
中
「
等
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
を
第
十
六
条
と
す
る
。

　

第
十
一
条
第
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

２　

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
支
払
猶
予
の
決
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
支
払
猶
予
決
定
通
知
書
（

様
式
第
十
二
号
）
を
申
請
者
に
交
付
し
、
か
つ
、
支
払
猶
予
決
定
通
知
書
（
様
式
第
十
三
号
）
に
よ

り
そ
の
旨
を
事
務
委
託
機
関
に
通
知
す
る
も
の
と
し
、
支
払
猶
予
を
し
な
い
旨
の
決
定
を
行
っ
た
と

き
は
、
そ
の
旨
を
申
請
者
及
び
事
務
委
託
機
関
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

　

第
十
一
条
を
第
十
五
条
と
す
る
。

　

第
十
条
第
一
項
中
「
様
式
第
八
号
」
を
「
様
式
第
十
一
号
」
に
改
め
、
「
漁
業
協
同
組
合
及
び
事
務

委
託
機
関
を
経
由
し
て
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
を
第
十
四
条
と
す
る
。

　

第
九
条
第
二
項
中
「
様
式
第
七
号
」
を
「
様
式
第
八
号
」
に
改
め
、
「
事
務
委
託
機
関
を
経
由
し
て

」
を
削
り
、
同
条
を
第
十
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

　

（
貸
付
資
格
認
定
の
取
消
し
）

第
十
一
条　

知
事
は
、
貸
付
決
定
か
ら
事
業
が
完
了
す
る
ま
で
の
間
に
、
経
営
等
改
善
措
置
、
生
活
改

善
措
置
又
は
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
に
関
す
る
計
画
が
達
成
で
き
な
い
見
込
み
と
な
っ
た
場

合
は
、
当
該
計
画
に
係
る
貸
付
資
格
の
認
定
を
取
り
消
す
も
の
と
し
、
貸
付
資
格
認
定
取
消
通
知
書

（
様
式
第
九
号
）
に
よ
り
借
受
者
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
期
限
前
償
還
等
の
所
定
の
手
続
き
を
行

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
貸
付
決
定
の
取
消
し
）

第
十
二
条　

知
事
は
、
借
受
者
に
第
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
に
規
定
す
る
借
受
資
格
が
な
い
こ

と
が
判
明
し
た
場
合
又
は
借
受
者
が
同
条
第
三
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
場
合
は

、
そ
の
貸
付
け
の
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

２　

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
貸
付
け
の
決
定
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、
当
該
借
受
者
及
び
事
務

委
託
機
関
に
対
し
て
、
貸
付
取
消
通
知
書
（
様
式
第
十
号
）
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

　

（
期
限
前
償
還
）

第
十
三
条　

知
事
は
、
借
受
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
い
つ
で
も
貸
付
金

の
全
部
又
は
一
部
に
つ
き
、
期
限
を
付
し
て
期
限
前
償
還
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る

。

　

一　

貸
付
金
を
貸
付
け
の
目
的
以
外
の
目
的
に
使
用
し
た
と
き
。

　

二　

償
還
金
の
支
払
を
怠
っ
た
と
き
。

　

三　

前
二
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
正
当
な
理
由
が
な
く
貸
付
け
の
条
件
に
違
反
し
た
と
き
。

　

第
八
条
中
「
前
条
第
四
項
」
を
「
第
七
条
第
三
項
」
に
、
「
様
式
第
六
号
」
を
「
様
式
第
七
号
」
に

改
め
、
「
漁
業
協
同
組
合
及
び
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
を
第
九
条
と
し
、
第
七
条
の

次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　

（
担
保
又
は
保
証
人
）

第
八
条　

貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
連
帯
保
証
人
を
立
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

前
項
の
連
帯
保
証
人
の
数
は
、
貸
付
金
額
に
応
じ
て
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

３　

貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
沿
岸
漁
業
従
事
者
又
は
中
小
企
業
者
等
の
組
織
す
る
団
体
で
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
構
成
員
の
う
ち
、
当
該
借
受
け
に
よ
っ
て
受
益
す
る
者
（
そ
の
者
が
特
定
さ
れ

な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
団
体
の
理
事
等
）
が
当
該
団
体
の
連
帯
保
証
人
と
な
る
も
の
と
す
る
。

４　

貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
、
所
定
の
連
帯
保
証
人
を
立
て
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
県
が
認

め
る
場
合
で
あ
っ
て
、
適
当
な
担
保
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
お
い
て
は
、
貸
付
け
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
は
、
連
帯
保
証
人
に
替
え
て
担
保
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５　

県
は
、
貸
付
金
債
権
を
保
全
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は
、
資
金
の
貸
付
け
を
受
け

た
者
に
対
し
、
保
証
人
の
追
加
若
し
く
は
交
替
又
は
担
保
の
追
加
若
し
く
は
変
更
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
る
。

６　

前
項
の
担
保
は
、
資
金
に
よ
り
導
入
し
た
機
械
及
び
施
設
を
優
先
す
る
も
の
と
す
る
。

　

別
表
一
経
営
等
改
善
資
金
の
部
一　

操
船
作
業
省
力
化
機
器
等
設
置
資
金
の
項
か
ら
四　

燃
料
油
消

費
節
減
機
器
等
設
置
資
金
の
項
ま
で
の
規
定
中
「
第
十
四
条
の
場
合
」
を
「
第
十
四
条
に
定
め
る
特
例

の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
、
「
第
十
条
の
場
合
」
を
「
第
十
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場

合
」
に
、
「
第
十
一
条
の
場
合
に
あ
っ
て
は
九
年
以
内
（
据
置
期
間
三
年
以
内
を
含
む
。
）
」
を
「
第

十
一
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
九
年
以
内
（
据
置
期
間
三
年
以
内
を
含
む

。
）
、
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
法
第
二
十
五
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
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九
年
以
内
（
据
置
期
間
一
年
以
内
を
含
む
。
）
」
に
改
め
、
同
部
五　

新
養
殖
技
術
導
入
資
金
の
項
中

「
第
十
四
条
の
場
合
」
を
「
第
十
四
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
、
「
第
十
条
の
場

合
」
を
「
第
十
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
、
「
第
十
一
条
の
場
合
に
あ
っ
て
は
五

年
以
内
（
据
置
期
間
三
年
以
内
を
含
む
。
）
」
を
「
第
十
一
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合

に
あ
っ
て
は
五
年
以
内
（
据
置
期
間
三
年
以
内
を
含
む
。
）
、
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
法
第
二
十
五

条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
五
年
以
内
（
据
置
期
間
二
年
以
内
を
含
む
。
）

」
に
改
め
、
同
部
六　

資
源
管
理
型
漁
業
推
進
資
金
の
項
及
び
七　

環
境
対
応
型
養
殖
業
推
進
資
金
の

項
中
「
第
十
四
条
の
場
合
」
を
「
第
十
四
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
、
「
第
十
条

の
場
合
」
を
「
第
十
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
、
「
第
十
一
条
の
場
合
に
あ
っ
て

は
十
二
年
以
内
（
据
置
期
間
五
年
以
内
を
含
む
。
）
」
を
「
第
十
一
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け

る
場
合
に
あ
っ
て
は
十
二
年
以
内
（
据
置
期
間
五
年
以
内
を
含
む
。
）
、
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
法

第
二
十
五
条
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
十
二
年
以
内
（
据
置
期
間
三
年
以
内

を
含
む
。
）
」
に
改
め
、
同
表
青
年
漁
業
者
等
養
成
確
保
資
金
の
部
三　

漁
業
経
営
開
始
資
金
の
項
中

「
の
場
合
」
を
「
に
定
め
る
特
例
の
適
用
を
受
け
る
場
合
」
に
改
め
る
。

　

別
表
二
の
三
の
項
中
「
第
六
条
の
四
第
一
項
」
を
「
第
六
条
ノ
五
第
一
項
」
に
改
め
る
。

　

様
式
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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様式第 1 号（第 5条関係）

沿沿岸岸漁漁業業改改善善資資金金貸貸付付資資格格認認定定申申請請書書

年  月  日

福岡県知事  殿

                                            住 所  〒                    TEL

                                            氏名又は名称及び代表者名

沿岸漁業改善資金助成法第７条第１項の規定に基づき、経営等改善措置、生活改善措置又は青年漁業者

等養成確保措置に関する計画を作成したので、沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定を申請します。
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様
式
第
二
号
そ
の
一
中
「
（第

６
条
関
係

）
」
を
「
（第

５
条
関
係

）
」
に
、
「事

業
計
画
書

（
」

を
「経

営
等
改
善
措
置
に
関
す
る
計
画

（
」
に
改
め
、
様
式
第
二
号
そ
の
二
か
ら
様
式
第
二
号
そ
の
四

ま
で
の
規
定
中
「
（第

６
条
関
係

）
」
を
「
（第

５
条
関
係

）
」
に
、
「事　

業　
計　
画　
書

」
を

「経
営
等
改
善
措
置
に
関
す
る
計
画

」
に
改
め
、
様
式
第
二
号
別
紙
中
「
（第

６
条
関
係

）
」
を
「
（

第
５
条
関
係

）
」
に
改
め
、
様
式
第
二
号
そ
の
五
及
び
様
式
第
二
号
そ
の
六
中
「
（第

６
条
関
係

）
」

を
「
（第

５
条
関
係

）
」
に
、
「事

業
計
画
書

」
を
「生

活
改
善
措
置
に
関
す
る
計
画

」
に
改
め
、
様

式
第
二
号
そ
の
七
か
ら
様
式
第
二
号
そ
の
九
の
四
ま
で
の
規
定
中
「
（第

６
条
関
係

）
」
を
「
（第

５

条
関
係

）
」
に
、
「事

業
計
画
書

」
を
「青

年
漁
業
者
等
養
成
確
保
措
置
に
関
す
る
計
画

」
に
改
め
、

様
式
第
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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様式第３号(第６条関係)

沿岸漁業改善資金貸付申請書

  年  月  日  

  福岡県知事     殿

住 所      〒  TEL            

(ふりがな)                     

氏名又は名称及び代表者名             

(生年月日 明・大・昭・平  年  月  日  年齢  歳)  

沿岸漁業改善資金貸付規程第 6条の規定に基づき、下記のとおり沿岸漁業改善資金(       資金)を貸付け願いた

く申請します。

資金種類
機 器 等

種 類
償 還 期 間 据置期間

資 金 交 付

希 望 日

借 受 け よ う と す る 事 業 費

及 び 申 請 額

事 業 量 事 業 費 申 請 額

年 年 月  日 千円 千円

連

帯

保

証

人

住 所
氏 名

(年 齢)

申 請 者

と の 関 係
職 業

水 揚 高

(漁 業 外 所 得)

(    歳)

千円

(        )

(    歳) (        )

(    歳) (        )

償 還 計 画

事 務 委 託 機 関1 年 目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 8 年目 9 年目 10 年目

年月日 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

申 請 者 の 概 要

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 業 開 始 の 時 期

事 業 の 概 要

資 本 金 の 額 又 は 出 資 の 総 額

常 時 使 用 す る 従 業 者 数

本 資 金 既 往 借 入 額
年    月   借入(           資金)

千円

(注) 金額の数値で千円とあるものについては、千円未満の端数は切り捨てるものとする（以下同じ。）。
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別紙

役 員 名 簿

法 人 名

役 職 名
(ふりがな)

氏 名
性別 住 所 生 年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

男・女
  年 月 日

注 該当する性別を丸で囲んでください

   役員全員を記載してください
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様
式
第
三
号
の
二
を
削
り
、
様
式
第
十
号
中
「
（第

11条
関
係

）
」
を
「
（第

15条
関
係

）
」
に
改

め
、
同
様
式
を
様
式
第
十
三
号
と
し
、
様
式
第
九
号
中
「
（第

11条
関
係

）
」
を
「
（第

15条
関
係

）

」
に
改
め
、
同
様
式
を
様
式
第
十
二
号
と
し
、
様
式
第
八
号
中
「
（第

10条
関
係

）
」
を
「
（第

14条

関
係

）
」
に
改
め
、
同
様
式
を
様
式
第
十
一
号
と
し
、
様
式
第
七
号
中
「
（第

９
条
関
係

）
」
を
「
（

第
10条
関
係

）
」
に
改
め
、
同
様
式
を
様
式
第
八
号
と
し
、
同
様
式
の
次
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。
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様式第９号（第 11 条関係）

沿岸漁業改善資金貸付資格認定取消通知書

           殿

福岡県知事      ㊞

年 月 日付けで認定した沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定を、下記のとおり取り消したので

通知します。

なお、この処分に対して不服がある場合は、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）の規定により、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることが

できます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日の翌

日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審査請求をすることができなくなりま

す。）。

また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139

号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、福岡県を被告と

して、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理

由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

記

１ 貸し付けている資金

貸付決定日 貸付決定番号 貸付金額

年  月  日 円

２ 取消理由



令和６年４月９日　火曜日33 第486号 増刊①

様式第10号(第12条関係)

沿岸漁業改善資金貸付取消通知書

年  月  日   

           殿

福岡県知事     ㊞    

    年  月  日付け貸付決定(貸付決定番号第   号)の沿岸漁業改善資金につ

いては、下記理由により貸付けの決定を取り消したので通知します。

記

貸付決定取消理由

借受者の住所及び氏名(事務委託機関に通知する場合記載)



令和６年４月９日　火曜日 34第486号 増刊①
　

様
式
第
六
号
中
「
（第

８
条
関
係

）
」
を
「
（第

９
条
関
係

）
」
に
改
め
、
同
様
式
を
様
式
第
七
号

と
し
、
様
式
第
五
号
の
二
を
削
り
、
様
式
第
五
号
中
「さ

き
に

」
を
「

　
年　

月　
日
付
け
で

」
に
改

め
、
同
様
式
を
様
式
第
六
号
と
し
、
様
式
第
四
号
中
「さ

き
に

」
を
「

　
年　

月　
日
付
け
で

」
に
改

め
、
同
様
式
を
様
式
第
五
号
と
し
、
様
式
第
三
号
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。



令和６年４月９日　火曜日35 第486号 増刊①

様式第４号（第 7条関係）

沿岸漁業改善資金貸付資格認定通知書

年 月 日

           殿

福岡県知事      ㊞

沿岸漁業改善資金助成法第７条第１項の規定により、   年 月 日に提出された沿岸漁業改善資金

（       資金）の貸付資格の認定申請については、これを認定します。



令和６年４月９日　火曜日 36第486号 増刊①
　
　
　

附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

２　

こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
福
岡
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
貸
付
規
程
の
規
定
は
、
こ
の
告
示
の
施

行
の
日
以
降
に
行
う
資
金
の
貸
付
け
か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
行
っ
た
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
は

、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　

福
岡
県
告
示
第
二
百
三
十
号

　

福
岡
県
造
林
事
業
補
助
金
交
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　

令
和
六
年
四
月
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

　
　
　

福
岡
県
造
林
事
業
補
助
金
交
付
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

　

福
岡
県
造
林
事
業
補
助
金
交
付
規
程
（
昭
和
五
十
四
年
十
一
月
福
岡
県
告
示
第
千
六
百
七
十
六
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

別
表
一
事
業
主
体
の
欄
中
「森

林
経
営
計
画
認
定
の

」
を
「森
林
法
第
11条
に
規
定
す
る
森
林
経
営

計
画
の

」
に
改
め
る
。

　

別
表
二
中
「特

定
森
林
再
生
事
業

」
を
「特

定
機
能
回
復
事
業

」
に
改
め
、
同
表
重
要
イ
ン
フ
ラ
施

設
周
辺
森
林
整
備
の
部
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

一
貫

作
業

１
施

行
地

の
面

積
が

0
.1

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

上
、

１
伐

区
当

た
り

の
面

積
の

上
限

は
2.5

ヘ
ク

タ
ー

ル
と

し
、

伐
区

に
つ

い
て

は
連

た
ん

し
な

い
も

の
と

す
る

（
付

帯
施

設
等

整
備

及
び

森
林

作
業

道
整

備
を

除
く

。
）
。

当
該

事
業

に
要

し
た

経
費

に
つ

い
て

、
知

事
が

査
定

し
た

額
の

40
パ

ー
セ

ン
ト

。
下

刈
り

付
帯

施
設

等
整

備

鳥
獣

害
防

止
施

設
等

整
備

林
内

作
業

場
及

び
林

内
か

ん
水

施
設

整
備

林
床

保
全

整
備

森
林

作
業

道
整

備

（
ア

）
市

町
村

（
自

ら
所

有
す

る
森

林
、

森
林

所
有

者
と

協
定

を
締

結
し

た
森

林
、

又
は

森
林

経
営

管
理

法
第

４
条

の
規

定
に

よ
り

経
営

管
理

権
の

設
定

を
受

け
た

森
林

に
お

い
て

事
業

を
実

施
す

る
場

合
に

限
る

。
）

（
イ

）
森

林
整

備
法

人
等

、
森

林
組

合
等

、
特

定
非

営
利

活
動

法
人

等
、

民
間

事
業

者
（

自
ら

所
有

す
る

森
林

以
外

で
、

地
方

公
共

団
体

及
び

森
林

所
有

者
と

協
定

を
締

結
し

て
実

施
す

る
場

合
に

限
る

。
）

附
　
則

　

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
福
岡
県
造
林
事
業
補
助
金
交
付
規
程
の
規
定
は

、
令
和
六
年
度
分
の
補
助
金
か
ら
適
用
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
児
童
福
祉
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

福
岡
県
規
則
第
二
十
七
号

　
　
　

福
岡
県
児
童
福
祉
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
児
童
福
祉
法
施
行
細
則
（
昭
和
二
十
八
年
福
岡
県
規
則
第
五
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

　

第
二
十
九
条
の
十
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

　

（
親
子
再
統
合
支
援
事
業
等
の
開
始
等
届
出
）

第
二
十
九
条
の
十
一　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
親
子
再

統
合
支
援
事
業
等
開
始
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
八
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
親
子
再
統
合
支
援
事
業
等

変
更
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
九
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

３　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
親
子
再
統
合
支
援
事
業
等

廃
止
（
休
止
）
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
十
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

　

（
妊
産
婦
等
生
活
援
助
事
業
の
開
始
等
届
出
）

第
二
十
九
条
の
十
二　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
妊
産
婦

等
生
活
援
助
事
業
開
始
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
十
一
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
五
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
妊
産
婦
等
生
活
援
助
事
業

変
更
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
十
二
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

３　

法
第
三
十
四
条
の
七
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
知
事
へ
の
届
出
は
、
妊
産
婦
等
生
活
援
助
事
業

廃
止
（
休
止
）
届
出
書
（
様
式
第
三
十
四
号
の
十
三
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

　

第
三
十
八
条
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

八　

削
除

　

様
式
第
三
十
四
号
の
七
の
次
に
次
の
六
様
式
を
加
え
る
。



令和６年４月９日　火曜日37 第486号 増刊①

様式第34号の８(第29条の11関係)

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者         

住 所           

(事務所の所在地)      

氏 名          

(名称及び代表者の氏名)   

親子再統合支援事業等開始届出書

        親子再統合支援事業

下記のとおり、社会的養護自立支援拠点事業 を開始しますので、児童福祉法第34条

        意見表明等支援事業

の７の２第２項の規定により届け出ます。

記

１ 事業の種類及び内容

２ 定款その他の基本約款

３ 職員の定数及び職務の内容

４ 主な職員の氏名及び経歴

５ 事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地

６ 事業開始の予定年月日

７ 添付書類

⑴ 収支予算書

⑵ 事業計画書

⑶ その他参考資料



令和６年４月９日　火曜日 38第486号 増刊①

様式第34号の９(第29条の11関係)

親子再統合支援事業等変更届出書

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者        

住所           

(事務所の所在地)     

氏名          

(名称及び代表者の氏名)  

       親子再統合支援事業

次のとおり 社会的養護自立支援拠点事業 の内容に変更が生じましたので、児童福

       意見表明等支援事業

祉法第34条の７の２第３項の規定により届け出ます。

事業の種類

変更年月日   年  月  日

変更事項

変更後の内容

変更前の内容

変更理由

(注)変更届は変更の日から１か月以内に届け出ること。



令和６年４月９日　火曜日39 第486号 増刊①

様式第34号の10(第29条の11関係)

親子再統合支援事業等廃止（休止）届出書

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者        

住所           

(事務所の所在地)     

氏名          

(名称及び代表者の氏名)

(記名押印又は署名)    

       親子再統合支援事業

次のとおり 社会的養護自立支援拠点事業 を廃止（休止）しますので、児童福祉法

       意見表明等支援事業

第34条の７の２第４項の規定により届け出ます。

事業の種類

廃止（休止）予定年月日 年  月  日

廃止（休止）の理由

現に便宜を受けている者に対

する措置

休止の場合は休止予定期間 年  月  日から  年  月  日まで



令和６年４月９日　火曜日 40第486号 増刊①

様式第34号の11(第29条の12関係)

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者         

住 所           

(事務所の所在地)      

氏 名          

(名称及び代表者の氏名)   

妊産婦等生活援助事業開始届出書

下記のとおり、妊産婦等生活援助事業を開始しますので、児童福祉法第34条の７の５

第２項の規定により届け出ます。

記

１ 事業の種類及び内容

２ 定款その他の基本約款

３ 職員の定数及び職務の内容

４ 主な職員の氏名及び経歴

５ 事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地

６ 事業開始の予定年月日

７ 添付書類

⑴ 収支予算書

⑵ 事業計画書

⑶ その他参考資料



令和６年４月９日　火曜日41 第486号 増刊①

様式第34号の12(第29条の12関係)

妊産婦等生活援助事業変更届出書

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者        

住所           

(事務所の所在地)     

氏名          

(名称及び代表者の氏名)  

次のとおり妊産婦等生活援助事業の内容に変更が生じましたので、児童福祉法第34条

の７の５第３項の規定により届け出ます。

事業の種類

変更年月日   年  月  日

変更事項

変更後の内容

変更前の内容

変更理由

(注)変更届は変更の日から１か月以内に届け出ること。



令和６年４月９日　火曜日 42第486号 増刊①

様式第34号の13(第29条の12関係)

妊産婦等生活援助事業廃止（休止）届出書

  年  月  日

  福岡県知事 殿

事業経営者        

住所           

(事務所の所在地)     

氏名          

(名称及び代表者の氏名)

(記名押印又は署名)    

次のとおり妊産婦等生活援助事業を廃止（休止）しますので、児童福祉法第34条の７の

５第４項の規定により届け出ます。

事業の種類

廃止（休止）予定年月日 年  月  日

廃止（休止）の理由

現に便宜を受けている者に対

する措置

休止の場合は休止予定期間 年  月  日から  年  月  日まで



令和６年４月９日　火曜日43 増刊①第486号
　

様
式
第
四
十
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

様
式
第
42号

　

削
除

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し

、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
委
員
長　
　

山　

口　

幸　

雄　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
規
則
第
九
号

福
岡
県
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規　
　
　

則

　

福
岡
県
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
施
行
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
福
岡
県
人
事
委
員

会
規
則
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
十
一
条
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
地
域
手
当
の
支
給
地
域
及
び
支
給
割
合
）

第
十
一
条
の
三　

県
職
員
給
与
条
例
第
十
三
条
の
二
第
三
項
、
警
察
職
員
給
与
条
例
第
十
二
条
の
二
第

三
項
及
び
学
校
職
員
給
与
条
例
第
十
三
条
の
二
第
三
項
の
支
給
地
域
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
地
域

と
し
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
支
給
割
合
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
地
域
の
区
分
に
応
じ
て
当
該
各
号
に

定
め
る
割
合
と
す
る
。

一　

東
京
都
府
中
市　

百
分
の
十
五

二　

神
奈
川
県
横
浜
市　

百
分
の
十
六

附
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こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
公
告
式
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
六
号
）
第
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
条
例
第
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
掲
示
し
た
も
の
を
、
こ
こ
に
再
掲
す
る
。

　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、

こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
委
員
長　
　

山　

口　

幸　

雄　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
規
則
第
十
号

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
福
岡
県
人
事
委
員
会

規
則
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

付
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

　

（
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
係
る
災
害
応
急
作
業
手
当
の
特
例
）

３　

職
員
が
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
係
る
災
害
に
対
処
す
る
た
め
、
当
該
災
害
の
生
じ
た
地
域

で
任
命
権
者
が
定
め
る
地
域
に
派
遣
さ
れ
、
現
地
で
の
業
務
に
従
事
し
た
場
合
に
は
、
条
例
第
十
九

条
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
特
に
危
険
な
作
業
は
、
第
十
条
第
二
項
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
地
域
に
お
い
て
行
う
現
場
作
業
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
作
業
で
あ
つ
て
任
命

権
者
が
定
め
る
も
の
と
し
、
条
例
第
十
九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
手
当

の
額
は
、
七
百
三
十
円
（
作
業
が
夜
間
（
日
没
時
か
ら
日
出
時
ま
で
の
間
を
い
う
。
）
に
お
い
て
行

わ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
千
九
十
五
円
）
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
　

附
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こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手

当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
十
五
日
か
ら
適
用
す
る
。


